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第５章 経営計画における収支見込 
 

213,038 209,124 206,323 203,600 -3,914 -6,715 -9,438

213,038 209,124 206,323 203,600 -3,914 -6,715 -9,438

213,038 209,124 206,323 203,600 -3,914 -6,715 -9,438

103,964 100,050 97,249 94,526 -3,914 -6,715 -9,438

103,964 100,050 97,249 94,526 -3,914 -6,715 -9,438

109,074 109,074 109,074 109,074 0 0 0

109,074 109,074 109,074 109,074 0 0 0

34,455 16,174 9,711 12,434 -18,281 -24,744 -22,021

34,455 16,174 9,711 12,434 -18,281 -24,744 -22,021

34,455 16,174 9,711 12,434 -18,281 -24,744 -22,021

34,455 16,174 9,711 12,434 -18,281 -24,744 -22,021

34,455 16,174 9,711 12,434 -18,281 -24,744 -22,021

89,822 89,822 89,822 89,822 0 0 0

89,822 89,822 89,822 89,822 0 0 0

89,822 89,822 89,822 89,822 0 0 0

89,822 89,822 89,822 89,822 0 0 0

2,336 2,336 2,336 2,336 0 0 0

64,329 64,329 64,329 64,329 0 0 0

10,936 10,936 10,936 10,936 0 0 0

3,635 3,635 3,635 3,635 0 0 0

8,264 8,264 8,264 8,264 0 0 0

321 321 321 321 0 0 0

1 1 1 1 0 0 0

337,315 315,120 305,856 305,856 -22,195 -31,459 -31,459

１　歳入

　　款

平成19年
度

Ａ

比較

Ｄ－Ａ

　　項

　　目

（単位：千円）

平成22年
度

Ｄ

比較

Ｂ－Ａ

比較

Ｃ－Ａ

合計

70　雑入

１　雑入

１　雑入

10　原子力発電施設等
      周辺地域交付金

50　下水道使用料

60　構内電話使用料

40　空調料

20　電気料

30　水道料

２　繰入金

１　雑入

３　諸収入

１　他会計繰入金

１　一般会計繰入金

１　一般会計繰入金

10　一般会計繰入金

１　使用料及び手数料

１　使用料

10　市場使用料

10　施設使用料

１　中央卸売市場使用料

１　市場使用料

２　施設使用料

　　節

　　細節

平成20年
度

Ｂ

平成21年
度

Ｃ
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1 830 830 830 830 0 0 0

2 56,118 45,112 39,439 39,439 -11,006 -16,679 -16,679

3 29,788 23,232 20,851 20,851 -6,556 -8,937 -8,937

4 12,104 9,683 8,473 8,473 -2,421 -3,631 -3,631

7 171 171 171 171 0 0 0

8 5 5 5 5 0 0 0

9 705 705 705 705 0 0 0

11 97,718 97,718 97,718 97,718 0 0 0

10 消耗品費 1,233 1,233 1,233 1,233 0 0 0

20 被服費 130 130 130 130 0 0 0

30 燃料費 4,424 4,424 4,424 4,424 0 0 0

40 食糧費 193 193 193 193 0 0 0

50 印刷製本費 865 865 865 865 0 0 0

60 光熱水費 82,024 82,024 82,024 82,024 0 0 0

71 修繕料（物件費） 80 80 80 80 0 0 0

72 修繕料（維持補修費） 8,769 8,769 8,769 8,769 0 0 0

12 1,006 1,006 1,006 1,006 0 0 0

10 通信運搬費 647 647 647 647 0 0 0

20 手数料 31 31 31 31 0 0 0

60 保険料 328 328 328 328 0 0 0

13 41,299 41,299 41,299 41,299 0 0 0

14 14,527 14,527 14,527 14,527 0 0 0

15 26,645 26,645 26,645 26,645 0 0 0

16 300 300 300 300 0 0 0

19 17,431 17,431 17,431 17,431 0 0 0

23 33,657 31,445 31,445 31,445 -2,212 -2,212 -2,212

27 4,511 4,511 4,511 4,511 0 0 0

29 500 500 500 500 0 0 0

337,315 315,120 305,856 305,856 -22,195 -31,459 -31,459合計

工事請負費

償還金利子及び割引料

予備費

負担金補助及び交付金

（単位：千円）

共済費

２　歳出

給料

職員手当等
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細節
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Ａ
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Ｂ

賃金

旅費

公課費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

報償金

原材料費

比較
Ｄ－Ａ

平成21年度
Ｃ

平成22年度
Ｄ

比較
Ｂ－Ａ

比較
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第６章 経営計画におけるその他の取り組み 
 

 １ 経営の健全化 
  ⑴ 計画的な維持補修事業の推進 

維持補修事業を行うにあたっては、後年度に過大な負担とならないよう必要箇所を

的確に把握し、効率的で適切な投資とするため中期的な実施計画を策定する必要があ

ります。 

この実施計画に対しては、常に計画と実施状況との比較や実態に即した事業の見

直し等、進行管理を行いながら効率的に事業を推進します。 

  ⑵ 適正な使用料水準の確立 

    施設使用料（面積割使用料）については、平成18年４月に改定を行い、行政機構

改革を前倒しで実施し、人件費の抑制など効率的な事業運営の努力を行い、収支均

衡を図ってきました。 

   今後についても、収支の見直しを行い、適正な使用料水準の確立を図ります。 

 ⑶ 委託業務の見直し 

    委託業務については、費用対効果の観点から、委託によってその効果が達成され

ているかどうかについての総括的な検証はこれまで一度も実施されておりませんで

した。 

    今後については、「委託料見直しに関する指針」に基づき、業務の必要性、業務の

実施手法、類似業務との統合、数量・単価の精査、競争原理の導入を考慮しながら

効率的に事業を推進します。 

  ⑷ 工事コストの縮減 

    「いわき市公共工事コスト縮減行動計画」に基づき、設計・計画の段階から施工

段階までの工事コストの縮減を推進します。 

  ⑸ 財源確保の推進 

    遊休施設や空地の有効利用の推進や施設使用料減免規定の見直しを実施すること

での増収に努めます。 

    例：施設使用料の減免規定改正（いわき市中央卸売市場業務条例） 

現   行 改   正 備   考 

⑴ 使用者の責に帰することができ

ない理由により、市場施設を使用で

きないとき。 

継   続  

⑵ 使用者が国又は公共団体である

とき。 
廃   止 独立採算制の原則 

⑶ その他市長が特別の理由がある

と認めるとき。 
継   続  
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 ２ 行政サービスの充実 
  ⑴ 職員研修の充実 

事業の健全な経営と質の高いサービスが求められている中、行政サービスの基本

となる接遇研修や食品の取扱等に係る研修を定期的に実施し、職員一人ひとりの資

質向上と能力開発、高度な職務遂行能力の養成のため、研修体制の充実と強化を図

ります。 

 

 

  ⑵ 広報活動の充実 

卸売市場に対する理解を深めてもらうため、各種団体等への出前講座の実施や小

中学校の総合的な学習の時間を利用した市場見学の積極的な受入れなどにより、消

費の拡大が図れるよう広報活動を充実していきます。 

  

 

 


